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申請する書類は、当該案件が適切にエネルギーコストの削減につながっていると「申請
者⾃⾝が証明する」ものです。そのため、事実と異なる場合や第 3 者が確認して不明確
な場合は、不採択となります。 

これらを踏まえて、申請書類等をすべてご確認のうえ申請ください。 
 

以下は、公募要領Ｐ１２「（４）応募書類と提出媒体」のチェックリストとなります。 
 
本チェックリストを活⽤し、 

①申請者が⾃ら確認し、書類提出時に⽀援機関へ提出する。 

②⽀援機関の担当者は、当該各項⽬を「申請者が⾃ら確認したか？」質問しチェックの
有無やチェックを促すか、または、⽀援機関の担当者などがチェックするなどし、書類
不備の防⽌にご協⼒ください。 

応募書類と提出媒体 
申請者 

□ 
 

□ 
□ 
 

⽀援機関 

□ 
 

□ 
□ 
 

 
□ 書類は、Ａ４⽚⾯印刷か？ 
※不備ではありませんが、書類のホッチキス⽌めはご遠慮ください。 
□ 様式は最新のものか？ 
□ 提出した書類（紙）とデータの内容が同じか？ 
 

補助事業計画承認申請書（様式１） ※要押印 
申請者 

□ 
□ 
 

⽀援機関 

□ 
□ 
 

 
□ 申請⽇が記載されているか？ 
□ 法⼈の場合、住所が本社であるか？ 
 

【事業概要】、【対象経費及び補助⾦額】 
申請者 

□ 
□ 
□ 
 

□ 
□ 
 

□ 
 
 

⽀援機関 

□ 
□ 
□ 
 

□ 
□ 
 

□ 
 
 

 
□ 「業種」は対象業種か？ 
□ 「従業員数」は記載されているか？ 
□ 「資本⾦」は記載されているか？ 
 
□ 「補助事業概要」は記載されているか？ 
□ 「補助事業期間」は、記載されており、⻄暦の間違い等はないか？ 
 
□ 「コロナ関連融資利⽤」の有無は選択されているか？ 
  “無”の場合、融資名が空欄となっているか？ 
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□ 
 
 

□ 
□ 
 

□ 
 

□ 
□ 
□ 

□ 
 
 

□ 
□ 
 

□ 
 

□ 
□ 
□ 

□ 以下が【更新･導⼊する設備･機器および光熱費･燃料費年間削減額の明細】
と⼀致しているか？ 

 
＞□ 「Ａ：補助対象経費」の⾦額 
＞□ 「F：対象設備の光熱費・燃料費の年間削減額」の⾦額 

 
□ 以下が【直近の決算等におけるエネルギーコストの状況の明細書】と⼀致

しているか？ 
＞□ 「Ｄ：総コスト」の⾦額 
＞□ 「Ｅ：光熱費・燃料費」の⾦額 
＞□ 「Ｇ:事業を実施した場合の光熱費・燃料費」の⾦額 
 

【直近の決算等におけるエネルギーコストの状況の明細書】 
申請者 

□ 
□ 
 
 
 
 
 

□ 
□ 
□ 
 

□ 
□ 
□ 
 

□ 
□ 
□ 
 

□ 
□ 
 
 

⽀援機関 

□ 
□ 
 
 
 
 
 

□ 
□ 
□ 
 

□ 
□ 
□ 
 

□ 
□ 
□ 
 

□ 
□ 
 
 

 
□ 「①法⼈・個⼈事業者選択」に間違いはないか？ 
□ ⾦額は、直近の決算書のものか？ 
 
※ミス防⽌の為、「売上原価の合計」「販売費および⼀般管理費の合計」「光熱

費・燃料費が含まれている科⽬」については、決算書の当該部分をマーカー
などで⽰したうえで明細書に記載し、ご提出ください。 

 
□ 「②Ｄ：総コスト」及び以下の⾦額は、決算書と⼀致しているか？ 

＞□ 「③_（法⼈の場合）」 
＞＞＞□ 「売上原価」「販売費および⼀般管理費」 
 
＞□ 「③_（個⼈の場合）」 
＞＞＞□ 「売上原価」（※⻘⾊申告決算書⑥、(⽩⾊)収⽀内訳書⑨の⾦額） 
＞＞＞□ 「経費」（※⻘⾊申告決算書㉜、(⽩⾊)収⽀内訳書⑱の⾦額） 
 
□ 「④E:光熱費・燃料費」及び以下の⾦額に間違いはないか？ 
＞□ 「売上原価」 
＞＞＞□ 「光熱費」「燃料費」は決算書の製造原価に計上しているものか？ 
 
＞□ 「上記以外」 
＞＞＞□ 「光熱費」「燃料費」は、決算書の以下に計上しているものか？ 
  （法⼈の場合）：「販売費および⼀般管理費」 
  （個⼈の場合）：「経費」 
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【更新･導⼊する設備･機器および光熱費･燃料費年間削減額の明細】 
申請者 

□ 
□ 
 

□ 
□ 
□ 
 
 
 

□ 
 
 
 
 

□ 
□ 
 
 

□ 
□ 
 

⽀援機関 

□ 
□ 
 

□ 
□ 
□ 
 
 
 

□ 
 
 
 
 

□ 
□ 
 
 

□ 
□ 
 

 
□ 「設備等の名称」は⾒積書や仕様書と⼀致しているか？ 
□ 「数量」に間違いないか？ 
 
□ 「購⼊単価」は、⾒積書と整合性が取れているか？ 
□ 「購⼊単価」に、⼯事代⾦などは適切に配賦されているか？ 
□ 「購⼊単価」に、１０万円未満（照明除く）のものはないか？ 
※⼯事代・共通経費も単価に含めますが、それが単価に配賦されていない場合

は⾦額按分により判定されます 
 
□ 事前発注に該当しないか？ 
※⾒積書の納期「受注後〇⽇」→削減額明細の納期「〇⽉〇⽇」などの記載に

より、すでに発注されていないと当該納期が実現しないことから事前に発注
していると判定されるようなことがないか？ 

 
□ 納期は⾒積書と⼀致しているか？ 
□ 「光熱費・燃料費年間削減額」は、「年間削減額のエビデンス」の⾦額と⼀

致しているか？ 
 
□ 「発注先の選択」に間違いはないか？ 
□ 「発注先名」に間違いはないか？ 
 

【導⼊効果と経営への影響】 
申請者 

□ 
□ 
□ 
 

⽀援機関 

□ 
□ 
□ 
 

 
□ 「設備等名称」に間違いはないか？ 
□ 「特徴や効果」に間違いはないか？（内容やｴﾈﾙｷﾞｰｺｽﾄ削減額など） 
□ 「本事業が経営に与える影響」は、本事業の趣旨と合致しているか？ 
 

対象設備の光熱費・燃料費の年間削減額のエビデンス 

※申請者が証明者に作成を依頼する書類ですが、申請者が⾏う取組ですので、必ずエビデンスの提
供を受けた後に内容の確認や数値の検算などを⾏い確認ください。 

申請者 

□ 
□ 
□ 
 

⽀援機関 

□ 
□ 
□ 
 

既設 
□ 
□ 
□ 
 

新設 
□ 
□ 
□ 
 

（ 内 容 ） 
「申請者」が記載されているか？ 
当該設備の仕様書等が添付されているか？ 
「名称や型番・品番」は、仕様書等（証明者が独⾃に作成した計

算書や燃費証明なども含む）から正しく転記されているか？ 
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□ 
 
 

□ 
 
 

□ 
 

□ 
□ 
 

□ 
 
 

□ 
 

□ 
 

□ 
 

□ 
 

□ 

 
□ 
 
 

□ 
 
 

□ 
 

□ 
□ 
 

□ 
 
 

□ 
 

□ 
 

□ 
 

□ 
 

□ 

 
□ 
 
 

□ 
 
 

□ 
 

□ 
□ 
 

□ 
 
 

□ 
 

□ 
 

□ 
 

□ 
 

□ 

 
□ 
 
 

□ 
 
 

□ 
 

□ 
□ 
 

□ 
 
 

□ 
 

□ 
 

□ 
 

□ 
 

□ 

 
「仕様書の数値等」は明確に表⽰されているか？ 
※画像が⼩さい・粗すぎて記載内容が確認できないなど 
 
「消費電⼒・燃費（単位）」は、仕様書等（証明者が独⾃に作成し

た計算書や燃費証明なども含む）から正しく転記されている
か？ 

・「電⼒の単価・燃料費の単価（単位）」は、間違ってはいないか？ 
 
「年間の消費電⼒量等」の計算に間違いはないか？ 
「年間の消費電⼒量等」の（使⽤⽇数の明⽰がないなど）計算根

拠が不明確ではないか？ 
「年間の消費電⼒量等」で、指定様式に独⾃計算書を⽤いて算出

した⾦額が適切に転記されているか？ 
 
「対象設備・機器の台数」に間違いはないか？ 
 
指定様式に「対象設備の光熱費・燃料費の年間削減額」が⼊⼒さ
れているか？ 
「証明者」の情報がすべて記載されているか？ 
 
「照明設備等」で、既設・新設とも明細と図⾯の台数は⼀致して
いるか？ 
「照明設備等」で、〇〇室などの単位で、既存の照明より消費電
⼒が⾮効率となっていることはないか？ 
 

設備等の⾒積書（納期の記載が必要） 
申請者 

□ 
□ 
 

⽀援機関 

□ 
□ 
 

 
□ 「納期」の記載はあるか？ 
□ 「商品名・型番・品番」が「エビデンス」と⼀致しているか？ 
 

直近２期分の決算書（税務署提出⽤） 
申請者 

 
□ 
 
 

⽀援機関 

 
□ 
 
 

 
（法⼈） 
□ ２期分の表紙、貸借対照表、損益計算書、原価報告書、販管費、株主資本

等変動計算書、個別注記表はあるか？ 
 



（申請にあたってのチェックリスト） 

5 
 

 

 
□ 
 

□ 
 

 
□ 
 

□ 
 

（個⼈） 
□ ⻘⾊申告→決算書（１〜４Ｐ、※Ｐ３「減価償却費の計算」の明細を別紙

で⽰している場合はその別紙も含む）はあるか？ 
□ ⽩⾊申告→収⽀内訳書（１〜２Ｐ、※Ｐ２「減価償却費の計算」の明細を

別紙で⽰している場合はその別紙も含む）はあるか？ 
県税納税証明書 
申請者 

□ 
 

□ 
 
 
 

□ 
□ 
 
 

⽀援機関 

□ 
 

□ 
 
 
 

□ 
□ 
 
 

 
□ 県の納税証明書であるか？（市町村が発⾏した納税証明書は対象となら

ない） 
□ 全項⽬が未納でないことを証明するものか？（滞納処分を受けたことが

ない、⽤いる各税⽬についての納付税額や未納の証明など「許可申請な
ど」に⽤いる証明は対象とならない） 

 
□ 申請者が「法⼈」で、納税証明書と申請者の住所地が同じであるか？ 
□ 申請者が「個⼈」で、納税証明書と申請者の住所地が同じであるか？ 

違う場合は、決算書の住所（事業所）と突合できなるか？ 
 

暴⼒団排除に関する誓約事項 
申請者 

□ 
 

⽀援機関 

□ 
 

 
□ 名称の記載があるか？ 
 

※補助率 2/3 を希望する場合 
新型コロナウイルス感染症関連融資の残⾼を証明する書類 

申請者 
□ 
□ 
 

⽀援機関 

□ 
□ 
 

 
□ 証明する書類が、債務者（事業者名）のものであると確認できるか？ 
□ 証明する書類が、コロナ関連融資の残⾼を証明するものであるか？ 
 

補助事業調査書・⽀援計画書(様式２号) ※⽀援機関が作成 
申請者 

□ 
□ 
□ 
□ 
 
 

⽀援機関 

□ 
□ 
□ 
□ 
 
 

 
□ ⽇付・⽀援機関・担当者の記載があるか？ 
□ 確認事項に未確認（●のない）項⽬がないか？ 
□ ⽀援内容に未⼊⼒がないか？ 
□ プリントアウトされたもので、⼊⼒内容が表⽰されていないものがない

か？ 
 


